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森林整備加速化・林業飛躍事業（ＣＬＴ等新製品・新技術の実証・展示加速化対策）

実施基準

ＣＬＴ等新製品・新技術の実証・展示加速化対策事業（以下「事業」という。）

の実施については，徳島県補助金交付規則（昭和 58年徳島県規則第 53号。以下「規
則」という。），徳島県林業関係事業補助金交付要綱（昭和 59 年林政第 214 号。以
下「要綱」という。），森林整備加速化・林業飛躍事業実施要領（平成 21 年 6 月 1
日林振第 494 号。以下「要領」という。）に定めるもののほか，この実施基準に定
めるところによる。

１ 事業実施主体

県及び地域協議会構成員のうち、市町村、森林組合、森林組合連合会、住宅等

生産者、林業・木材産業関係者及びこれらの関係者で構成する団体、大学等の試

験研究機関その他都道府県知事が認めるものとする。

その他詳細については森林整備加速化・林業再生事業費補助金実施要領の運用

（平成 21年 5月 29日 21林整計第 87号林野庁長官通知）の定めによる。

２ 採択基準等

（１）助成内容

中高層建築物の木造化に有効なＣＬＴ（クロス・ラミネイティド・ティンバー）

等新製品・新技術の活用を加速化するために行う次のア～エに掲げる事業を実施

するのに必要な経費に１／２以内で補助するものとする。

ア ＣＬＴ等新製品・新技術を用いた建築物の実証等

(ｱ) 建築物の設計費

(ｲ) 建築物の建設費

(ｳ) 上記(ｱ)、(ｲ)のほか、建築物の実証等に関して都道府県知事が必要と認

める内容

イ ＣＬＴ等新製品・新技術を用いた建築物の実証等に必要な実験等

(ｱ) 基本構想の企画・検討

(ｲ) 建築物の実証に必要な部材等の実験

(ｳ) 実証データの分析

(ｴ) 上記(ｱ)～(ｳ)のほか、アの事業実施に関して都道府県知事が必要と認め

る内容

ウ 中高層建築物等の木造化・木質化のために必要な部材の試験等

(ｱ) 試験体の作成

(ｲ) 試験体の性能等の調査に係る試験

(ｳ) 中高層建築物等の木造化・木質化のために必要な部材の高品質化・生産



性向上等に向けた調査・試験

(ｴ) 中高層建築物等の木造化・木質化のために必要な部材を用いた建築等の

ための設計基準・手法等の作成

(ｵ) 上記(ｱ)～(ｴ)のほか、中高層建築物等の木造化・木質化のために必要な

部材の試験等に関して都道府県知事が必要と認める内容

エ 上記ア～ウのほか、地域材利用量の増加に資するＣＬＴ等新製品・新技術

の利用に向けた取組について、都道府県知事が特に必要と認める事業

（２）採択基準

① 機能要件

ＣＬＴ等新製品・新技術の普及に向け、各事業主体ごとに設定する実証デ

ータの収集が達成されること、又は中高層建築物等の木造化・木質化のため

に必要な部材の利用（加工）量の増加に寄与するものであること。

② その他の要件

ア 事業の内容、規模、事業主体の能力及び経営状況等からみて実現可能性

が十分に見込まれること。

（３）細則

① 事業主体について

事業主体は、１のとおりとし、森林・木材関係者等と連携し、ＣＬＴ等新

製品・新技術の実証・展示の取組、又は中高層建築物等の木造化・木質化の

ために必要な部材の試験等の取組を行おうとするものであること。

② （１）のアの（イ）の事業については、建築過程において、建築物の構造

及び配線・配管等の敷設状況を公開するととともに、作業人数、期間等を調

査し、実績報告において報告すること。

③（１）のア～エに掲げる事業については、次のア～ウのいずれにも該当する

こと。

ア ＣＬＴ等新製品・新技術を用いるなど先駆性の高いもの

イ 事業実施の結果をもって、建築物の建設等への地域材利用拡大につながる

もの

ウ 事業によって得られた知見や成果等について、広く一般に公表するもの



３ 補助金交付申請書及び実績報告書に添付する書類等，補助対象経費等事業メニ

ュ－毎に必要な事項

(1) 実施計画書の提出
事業主体は，実施計画書（様式第１号（地域材新規用途導入促進支援実施基準

様式１号に準ずる））を知事に提出する。

(2) 事業の内示
知事は，前項の規定により提出された実施計画書を審査し，適当と認めるとき

は事業内示を行う。

(3) 補助金交付申請書の添付書類
補助金交付申請書には，収支予算書，事業内容及び経費の配分（様式第２号（地

域材新規用途導入促進支援実施基準様式第 2 号に準ずる）），申請金額の積算根拠
となる設計書，見積書、その他必要書類を添付することとする。

(4) 実績報告書の添付書類
実績報告書には，収支精算書，事業内容及び経費の配分（様式第２号），契約書

（写し），実績報告書及び事業実施状況写真，など必要書類を添付することとする。



（様式1号）

徳島県知事　殿

　　　実施主体

所在地

名　称

代表者 印

　次のとおり実施する計画です。

１　事業実施期間

　　平成　　　年　　　月　　　日　～　平成　　　年　　　月　　　日　　

２　プロジェクトの概要

３　地域材の利用(加工)量の増加見込み量

４　事業の実施に必要な経費

円

森林整備加速化・林業再生基金事業（                ）にかかる実施計画書

平成　　　年　　　月　　　日


